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ひたちなか市の人口及び世帯数の推移
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（出典：国勢調査，茨城県常住人口調査）
（※各年10月1日現在）

基本構想（10年間）平成28 ～ 37年度

基本計画（5年間）平成28 ～ 32年度（前期）

実施計画（3年間）ローリング方式で毎年作成

基本構想に定められた施策の方向性に基づいて，
分野別に基本的な目標や施策を体系化する

まちづくりの基本理念と将来都市像を明らかにし，
取り組むべき施策の方向性を示す

基本計画に示した施策を計画的かつ効果的に実施
するための具体的な事業計画を明らかにする

　本市の人口は155,680人（平成27年10月1日現在：国勢
調査速報値）で，近年の推移は横ばいからやや減少の傾
向となっています。第３次総合計画では，基本構想の目標
年度である平成37年度における人口を154,000人，世帯数
を65,000世帯と想定しています。

　本市は，実り豊かな那珂台地と海の幸に恵まれた，水と緑に囲ま
れたまちです。早くから工業や水産業を中心として多様な産業が根
付き，快適な都市環境が整備されるとともに，北関東の中核拠点と
しての役割が期待されているひたちなか地区においては，多くの企
業が立地し，茨城港常陸那珂港区の整備が進むなど発展を続けて
います。常陸那珂港区には国際航路も数多く開設され，国営ひたち
海浜公園には多くの外国人観光客も訪れるなど，世界にひらかれた
交流拠点として発展を続けています。
　一方，経済の長期低迷，少子高齢化の進展や家族形態の変化な
どにより市民の価値観やライフスタイルは変化し，ニーズは多様化しています。本市においても，自治会加入率の低下
に見られるように，これまで地域社会を支えてきたコミュニティ機能の低下も生じてきています。その一方，東日本大
震災を経験したことにより，人と人の絆の大切さが見直され，家族や友人との絆だけでなく，自分の暮らすまちの人々
とのつながりの重要性も再認識されています。
　本市が末永く発展を続けていくため，本市の地理的優位性を活かして産業を活性化し，日々の生活を支える働く
場を確保するとともに，人々が絆で結ばれ，観光，教育，文化，スポーツなど様 な々分野で交流を創出し，まちの活力
を高めながら，将来を担う子どもたちが夢と希望を抱き，末永く健やかに暮らすことのできるよう，自立と協働のもと
に計画的にまちづくりを進めていきます。

　ひたちなか市第３次総合計画は，「基本構想」，「基本計画」及び「実施計画」で構成します。

総合計画の構成と期間

まちづくりの基本的な考え方

将来都市像

人口・世帯の想定

世界とふれあう 自立協働都市
～豊かな産業と いきいきとした暮らしが広がる　元気あふれるまち～
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将来都市像の実現に向け，施策の大綱を次のとおり定めます。

災害に強く
安全安心に暮らせるまちづくり
Ⅰ‒１　 防災力の強化
Ⅰ‒２　 防災基盤の整備
Ⅰ‒３　 治水対策
Ⅰ‒４　 危機管理
Ⅰ‒５　 消防・救急
Ⅰ‒６　 防犯
Ⅰ‒７　 交通安全

Ⅰ 子どもたちがのびのびと成長し
豊かな人間性が育まれるまちづくり
Ⅳ‒１　 地域の子育て支援
Ⅳ‒２　 母子保健
Ⅳ‒３　 幼少期の保育・教育
Ⅳ‒４　 学校教育
Ⅳ‒５　 高校・大学教育
Ⅳ‒６　 青少年育成
Ⅳ‒７　 生涯学習
Ⅳ‒８　 スポーツ
Ⅳ‒９　 芸術・文化

Ⅳ

多様な産業が発展し
にぎわいあふれるまちづくり
Ⅱ‒１　 企業誘致と雇用の創出
Ⅱ‒２　 産業基盤の強化
Ⅱ‒３　 工業
Ⅱ‒４　 商業
Ⅱ‒５　 農業
Ⅱ‒６　 水産業
Ⅱ‒７　 観光
Ⅱ‒８　 産業の活性化

Ⅱ やすらぎと潤いにあふれ
快適に暮らせるまちづくり
Ⅴ‒１　 魅力ある街並みの形成
Ⅴ‒２　 市街地整備
Ⅴ‒３　 施設等の活用
Ⅴ‒４　 土地区画整理事業
Ⅴ‒５　 道路
Ⅴ‒６　 上水道
Ⅴ‒７　 生活排水
Ⅴ‒８　 公園・緑地
Ⅴ‒９　 環境保全
Ⅴ‒10　資源循環型社会の構築
Ⅴ‒11　住宅
Ⅴ‒12　公共交通

Ⅴ

ともに支えあい
末永く健やかに暮らせるまちづくり
Ⅲ‒１　 地域福祉
Ⅲ‒２　 高齢者福祉
Ⅲ‒３　 障害者（児）福祉
Ⅲ‒４　 健康づくり
Ⅲ‒５　 医療・疾病予防
Ⅲ‒６　 社会保障

Ⅲ 市民とともに歩む
人と人とがつながるまちづくり
Ⅵ‒１　 市民との協働
Ⅵ‒２　 市民活動支援
Ⅵ‒３　 絆の構築
Ⅵ‒４　 交流の促進
Ⅵ‒５　 男女共同参画
Ⅵ‒６　 行政情報発信・広聴
Ⅵ‒７　 情報通信
Ⅵ‒８　 効率的な行財政運営
Ⅵ‒９　 広域連携

Ⅵ

施策の大綱と基本方針
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基本計画の体系 施策の基本方針

　災害時の市民生活の安全確保へ向けて，災害時の情報伝達体制を確保
するなど，様々な観点から災害への備えに万全を期すとともに，自主防
災会や民生委員・児童委員，関係機関と連携を密にしながら，避難行動
要支援者の支援体制の構築など，更なる防災体制の強化に努めていきま
す。
　東海第二原発への対応としては，「原発所在地域」として，周辺自治体
と連携しながら，事業者や県に対し，原子力安全協定の範囲及び権限の
拡大について見直しを求めていきます。あわせて，広域的な避難のあり
方や緊急時の対応について，県及び関係市町村と連携のもと十分な検討
を行いながら取り組みます。

　津波や原子力事故をはじめとした災害の際に，安全・円滑に避難する
ための経路となる道路等を整備します。また，災害時の避難所となる学
校施設の耐震化や耐震性の高い水道施設への更新など，防災基盤の整備
を推進します。

　急速な都市化の進展に伴う浸水被害を解消するため，雨水幹線の整備
及びその流入先となる河川の改修を計画的に推進するとともに，中丸川
については，県の実施する多目的遊水地事業と調整を図りながら，親水
性中央公園を整備します。
　また，台風などによる大規模な水害や津波・高潮による被害を防止す
るため，那珂川の築堤や沿岸部の高潮対策を促進します。

　幅広い地域に大きな被害が及ぶおそれのある新しい感染症や大規模な
事件・事故などの発生に対して，平素から備え，予防に取り組むとともに，
万一発生した際には，被害を最小限に食い止め，適切かつ速やかに対応
できる体制づくりに努めます。

各施策に基づく基本計画の体系と基本方針は，次のとおりです。
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基本計画の体系 施策の基本方針

　災害や緊急時に迅速かつ的確に対応するため，東海村との広域消防・
救急体制の更なる充実強化を図るとともに，消防団と緊密に連携し，地
域に密着した消防体制づくりに努めます。また，火災を未然に防ぐとと
もに被害を軽減するため，地域や
家庭の防火意識の啓発に取り組む
とともに，住宅用火災警報器の設
置を促進するなど防火対策を推進
します。
さらに，救命率の向上を図るた
め，応急手当法やＡＥＤの普及啓
発，バイスタンダーの育成に努め
ます。

　防犯パトロールなど地域が取り組む防犯活動を支援するとともに，防
犯灯の設置や維持・管理を促進するなど，犯罪のないまちづくりに努め
ます。
　高齢化，核家族化の進行に伴い増加が予想される空き家への対応につ
いては，「空家等対策の推進に関する特別措置法」及び本市独自の条例に
基づき，所有者への適正管理の指導や事前相談，安全対策，利活用の促
進等に取り組みます。
また，多様化，複雑化する消費者トラブルや詐欺などの犯罪被害を未然
に防止する取組や相談体制の充実を図ります。

　カーブミラー，防護柵など交通安全施設を設置し，通学路や生活道路
の安全性を確保します。また，自動車・自転車の運転者や子どもを対象
とした交通安全教育を推進するとともに，交通事故の加害者・被害者と
なることが多い高齢者の交通安全対策の強化に取り組みます。
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基本計画の体系 施策の基本方針

　北関東自動車道をはじめとする広域幹線道路網や茨城港常陸那珂港区
など本市の地理的優位性を活かして企業立地を推進し，雇用の場の創出
や拡大を図ります。また，公共職業安定所などと連携し，安定的な雇用
の確保や情報提供に努めるとともに，市内や近隣自治体に立地する高等
学校，立地企業等と連携して地元雇用を促進するなど，職住近接のまち
づくりを推進します。

　本市の産業の発展を牽引する茨城港常陸那珂港区の取扱貨物量の更な
る増加を図るため，国内外のポートセールス活動，首都圏や北関東自動
車道沿線の企業等を対象にしたセミナーの開催などを通じて港湾の利用
を促進します。また，建設機械や完成自動車の輸出等に対応するため，
岸壁やふ頭などの整備や，港区内の波の静穏度を確保する防波堤の整備
を促進します。
　さらに，ひたちなか地区への物流の増加を図るため，東関東自動車道
水戸線など広域的な交通網の整備を促進します。

　社会経済情勢の変化など企業を取り巻く環境の変化に適確に対応する
ことができるよう，ひたちなかテクノセンターなどの産業支援機関と連
携し，市内中小企業の生産技術の向上，人材育成，新製品開発，創業支援，
販路開拓等を支援するとともに，茨城工業高等専門学校などとの産学官
連携により，新製品開発や技術者の育成，新規卒業者採用等による優秀
な人材の確保等を支援するなど，企業競争力を強化します。また，制度
融資の充実を図り，経営の改善や生産設備の整備を促進しながら，経営
基盤の強化を図るとともに，企業が事業の拡大に当たり引き続き市内に
円滑に立地できるよう，企業動向，ニーズに即した支援を実施します。

　多様化する消費者ニーズに対応した地域商業の振興を図るため，新た
な顧客の確保や販路の拡大に向けた支援を実施し，経営力の向上を図り
ます。また，商工会議所が取り組むコミュニティ交流サロンの運営，名
産品の開発や販路開拓を支援するなど，商店街及び商業の活性化に取り
組むとともに，まちづくり会社と連携しながら，商店街のにぎわいの創
出や空き店舗を活用した創業活動を支援します。さらに，市内の産業支
援機関と連携し，創業に関する相談体制や支援制度の充実を図るととも
に，勝田駅，佐和駅，那珂湊駅を中心とする市街地においては，それぞ
れの特性を活かした商業拠点の形成を図ります。
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基本計画の体系 施策の基本方針

　農業の担い手不足に対応するため，後継者や新規就農者の確保・育成
に努めるとともに，耕作放棄地を活用するため，農地の貸し借りの仲介
などを行う農地中間管理機構に指定された「茨城県農林振興公社」と連
携しながら，認定農業者など規模拡大に取り組む農家への農地の集積・
流動化に努めます。
　また，県営畑地帯総合整備事業により，中根荒谷地区においては農道
や用排水施設を整備するとともに，整備が完了した東中根地区と合わせ，
今後国営那珂川沿岸水利事業により供給される農業用水を活用しながら，
畑地の生産性向上に取り組みます。日本一の生産量を誇る「ほしいも」
については，付加価値や品質の向上，PRなどにより他産地との差別化を
図りながら，地域ブランド化を推進します。

　安全安心な水産物の供給に努めるとともに，漁業協同組合をはじめと
する関係団体を支援するなど，経営の安定化を図ります。また，水産業
を維持・発展させていくために，漁場環境を維持，保全し，担い手を確
保・育成するとともに，地産地消や魚食普及の取組を進めます。さらに，
全国一の加工量を誇るタコのブランド化を支援するとともに，漁業協同
組合などが地魚加工販売施設等を活用して行う，未利用魚の加工販売や
新たな加工品の開発・研究を支援するなど，６次産業化に取り組みます。

　美しい自然景観，国営ひたち海浜公園などの観光施設，史跡・名勝，
祭りや伝統文化などの観光資源を，地域の食やイベントなどと結びつけ，
ひたちなか海浜鉄道湊線をはじめとした公共交通機関とも連携しながら，
道の駅など地元産品等の販売拠点の整備を検討するなど，回遊性のある
観光ネットワークづくりを推進します。
　また，テレビ CMの放映やソーシャルネットワークの活用など戦略的
な情報発信を行うほか，観光ボランティアを育成し，おもてなしの心に
よる地域に根差した観光振興を図るとともに，広く海外からの観光客へ
対応するため，公衆無線 LANエリアを拡大するなど，交流人口の拡大
に積極的に取り組みます。

　産業交流フェアやみなと産業祭の開催などを通じて，市に根付く幅広
い産業や企業活動等について広く周知し，市民や企業，団体などの交流
を推進します。また，新製品・新技術等を国内外の展示会等に出展する
企業を支援します。
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基本計画の体系 施策の基本方針

　保健，医療，福祉の総合的な連携により，住み慣れた地域の中で安心
して生活するためのきめ細かな福祉施策を展開するとともに，市民が自
主的に運営する交流サロンなどのボランティア活動の支援や福祉団体の
育成に努め，地域で暮らす住民同士が気軽に交流することができる環境
づくりを推進します。

　高齢者が住み慣れた地域で安心して生活することができるよう，介護
サービス基盤の整備や，地域のニーズに合った介護予防の充実，小地域
ネットワーク事業の推進など，介護・福祉サービスの充実に努め，おと
しより相談センターを中心として関係機関との相互連携を図りながら，
地域包括ケアシステムの構築を推進します。また，疾病を抱えてもでき
る限り在宅で過ごすことができるよう，在宅医療体制の充実や，医療，
介護，福祉の相互連携に努めます。

　障害のある方が自らの希望する場所で自立した生活を送ることができ
るよう，地域生活支援事業や障害福祉サービスの提供に努めます。また，
適切なサービスを利用しながら地域において自立して生活できるよう，
相談支援事業所を中心とした関係機関による相談支援体制の充実を図り，
就労や社会参加を支援します。

　健康寿命を延伸し，生涯を通じて健康で生きがいのある生活を送るこ
とができるよう，地域の健康づくりのリーダーとなる食生活改善推進員
や保健推進員，元気アップサポーターと連携し，食生活の改善や元気アッ
プ体操の普及などによる健康づくりを推進します。
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基本計画の体系 施策の基本方針

　本市の中核医療機関である日立製作所ひたちなか総合病院による救急
医療や高度医療に係る医師確保を支援するとともに，病院とかかりつけ
医の連携を推進します。休日や夜間の救急医療体制については，医師会
や薬剤師会と連携しながら休日夜間診療所を運営するとともに，日立製
作所ひたちなか総合病院による小児救急の運営等を支援します。
　さらに，糖尿病，高血圧症，脂質異常症などの生活習慣病やがんなど
の疾病を予防，早期発見するため，特定健康診査や各種健康診査の受診
率向上に取り組むとともに，特定保健指導をはじめとした事後指導を強
化します。

　国民健康保険や後期高齢者医療制度における医療給付，介護保険など
における介護サービス給付等の適正化に努めるとともに，年金制度の普
及啓発や相談業務を実施します。また，生活保護については，適正な給
付を行うとともに，関係機関と連携しながら自立・就労支援を強化します。
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基本計画の体系 施策の基本方針

　子育て中の親子が集い交流を図ることのできる場の拡充など，子ども
を生み育てやすい環境づくりに努めます。また，ファミリー・サポート・
センター事業を推進するとともに，子育てサロンなど地域の子育てへの
取組を支援します。

　子どもや妊産婦の医療費や不妊治療費などに対する助成を行うととも
に，健康診査や育児相談を実施するなど母子が健やかに成長するために
必要な支援を切れ目なく行います。

　保育サービスについては，障害児の保育，延長保育や一時預かり，病児・
病後児保育などの更なる充実を図ります。
　幼児教育については，幼稚園において子育てに関する講演会や研修会，
幼児教育相談を実施するなど保護者の子育てを支援するとともに，防犯・
防災教育の充実を図ります。また，公立幼稚園の役割やあり方について
検討するとともに，園児が小学校での学習や生活にスムーズに対応でき
る環境づくりに努めます。
　特別な支援が必要な幼児・児童・生徒については，一人一人の状態に
応じた適切な支援・指導を実施するとともに，発達に心配のある子ども
への支援については，みんなのみらい支援室において，保護者や教諭へ
の相談支援や講習会を行うなど，子どもたちが日常生活をスムーズに送
り，健やかに成長できる環境づくりに努めます。
　さらに，保護者の就労を支援するため，小学生の放課後，長期休業期
間中の安全な居場所となる学童クラブの充実を図ります。

　小・中学校においては，児童・生徒一人一人に，確かな学力，豊かな心，
健やかな体を育み，将来の社会生活を主体的に切り開いていける「生き
る力」を養うため，研究推進校事業やティーム・ティーチングなどを通
して，学習環境の向上に努めるとともに，地域と連携を深めながら，特
色ある学校づくりに取り組みます。また，いじめや不登校などの課題に
対応するため，教育相談活
動の充実を図り，学校生活
を支援します。
　小・中学校の適正規模化
については，児童・生徒の
育成に最も適した環境づく
りという観点から，地域の
声を十分に聞きながら進め
ていきます。
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基本計画の体系 施策の基本方針

　本市内唯一の高等教育機関である茨城工業高等専門学校と，産業振興，
防災，生涯学習など幅広い分野における連携を推進するとともに，周辺
都市の高等教育機関等とも幅広く連携し，地域課題の解決や地域の活性
化，人材の育成に努めます。また，ものづくりや医療・福祉分野などに
おける若い人材を育成する新たな高等教育機関の誘致等に努めます。

　次代を担う青少年の健全な育成を図るため，地域や関係機関と連携し
ながら，指導・相談体制を充実するとともに，高校生会，子ども会育成
連合会，ボーイスカウトなどの青少年団体の活動を支援します。

　市民の生涯にわたる自主的なまなびを支援するため，市民大学をはじ
めとした学習活動の機会づくりや情報提供に努めます。
　また，図書館については，本に親しむ環境づくりを推進するとともに，
建替えを進めます。

　勝田全国マラソン大会，三浜駅伝競走大会をはじめ，健康の増進，市
民及び参加者相互の交流の促進にもつながる各種スポーツ大会を積極的
に開催，誘致するなどスポーツの振興を図ります。また，健康づくり，
いきがいづくりの観点から市民スポーツの場の整備等に努めるとともに，
スポーツ団体や指導者の育成，支援を推進します。また，茨城国民体育
大会や東京オリンピック・パラリンピックの開催を契機として，生涯を
通じてスポーツに親しむ環境の更なる充実を図ります。

　郷土の伝統芸能を次の世代へ伝えるため，児童・生徒が鑑賞，体験す
る機会を創出します。
　また，虎塚古墳や那珂湊反射炉跡をはじめとする本市の貴重な歴史的
資源の保護，活用を図るとともに，その魅力を広く発信します。
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１　魅力ある町並みの形成

基本計画の体系 施策の基本方針

　本市の恵まれた自然環境を保全しながら，快適な生活環境を確保し，
秩序あるまちづくりを行うため，市街化区域，市街化調整区域の区域区
分や用途地域を適正に設定します。また，地区計画制度を活用するとと
もに，建築協定・緑地協定の締結を促進し，良好な景観形成を図りながら，
総合的かつ計画的な土地利用を図ります。

　勝田駅周辺の中心市街地や那珂湊地区，佐和駅周辺地区については，
本市の拠点地区として，公共機関や商業・医療などの生活機能，交通結
節機能をはじめとする都市機能について，それぞれの地区の特性に応じ
た誘導や，土地区画整理事業による市街地の整備を進めます。
　中心市街地の整備については，本市の中核医療機関である日立製作所
ひたちなか総合病院を核としたまちづくりを基本として，バリアフリー
に対応した歩道など安全安心な歩行空間の整備に取り組みます。また，
生涯学習センターや青少年センターなど老朽化しつつある市の公共施設
などの都市機能を再編・集約し，子育て支援など新たなニーズに即した
機能を導入するとともに，まちづくり会社とも役割分担を図りながら中
心市街地のまちづくりを進めます。
　ひたちなか地区においては，まちづくりの観点から将来を見据えた土
地利用を図るとともに，国営ひたち海浜公園や茨城港常陸那珂港区の整
備を促進します。

　公共施設等の再編・整備・建替えについては，利用状況やニーズを調
査し，バリアフリー化の促進など誰もが使いやすい機能の充実にも配慮
しながら，計画的な維持管理や補修・改修を行います。
　また，公共施設の再編等により用途が廃止された施設や未利用地につ
いては，地域からの意見もいただきながら，市民サービスの向上，地域
活性化などの観点から利活用を検討します。

　現状道路の活用，家屋移転の縮減等により全体事業費を抑制しながら，
基幹となる都市計画道路や通学路，雨水排水路の整備，公共交通利用環
境の充実等の公共性の高い事業を優先することを基本に，事業計画の見
直しを行いながら，既成市街地，本市の拠点地区である中心市街地，那
珂湊地区，佐和駅周辺地区においてそれぞれ整備を進め，早期完了を目
指します。

　国道 245 号の拡幅及び湊大橋の４車線化，県道那珂湊那珂線の市毛交
差点改良をはじめとする国・県道の整備や東中根高場線の県道昇格など
を促進します。また，和田町常陸海浜公園線などの都市計画道路を整備
するとともに，一般市道については，地域の実状に即して改良工事など
を進めます。さらに，橋梁等のインフラの長寿命化のための改修・補修
工事を計画的に進めます。

　安全な水を将来にわたって安定的に供給していくため，那珂川からの
取水，深井戸による地下水取水及び県水受水の３つの取水源を引き続き
確保し，災害時のリスク分散を図ります。このため，東日本大震災発生
時に大きな被害を受けた上坪浄水場を，耐震性能が高く，環境に配慮し
た施設に更新するとともに，管路施設の耐震化を進め，健全な水道事業
経営に努めます。

11



基本計画の体系 施策の基本方針

　衛生的で快適な生活環境を確保し，公共用水域の水質保全を図るため，
土地区画整理事業の進捗や地域の実状に即した公共下水道の整備を推進
するとともに，下水道事業との役割分担を図りながら，合併処理浄化槽
の設置費等を補助し普及促進に努めます。
　また，農業集落排水事業については，汚水処理施設等の適切な維持管
理に努めます。

　緑豊かな生活環境を創出するため，都市公園の整備を推進するととも
に，県が実施する中丸川の治水対策と連携しながら，親水性中央公園の
整備を行います。
　国営ひたち海浜公園については，来訪者が年間を通じて自然とふれあ
うことのできる，憩いや楽しみの場となるよう更なる整備を促進します。
　また，風致地区や緑の保存地区などの活用により，生活に安らぎを与
えてくれる緑豊かな自然環境を後世に残すよう努めます。

　安全で快適な生活環境を保持・確保するため，引き続き水質や騒音を
測定し，事業者へ指導・啓発を行うなど公害の未然防止に努めるとともに，
河川や公園等の地域での清掃活動などの環境美化活動を促進します。
　また，墓地需要に対応し，市営墓地の整備を推進します。

　持続可能な資源循環型の地域社会づくりを目指し，バイオマスなどを
利用した環境負荷の少ない再生可能エネルギーの普及啓発に取り組むと
ともに，市民，農業者や関係団体などと連携し，バイオマス資源の利活
用に努めます。また，ごみの減量化や再資源化を推進するとともに，不
燃ごみの処理及び資源リサイクルについては，東海村と共同処理をする
新たな処理施設の整備の検討を含め，将来にわたり安定した処理体制の
整備に取り組みます。

　市営住宅については，長寿命化のための改修工事を計画的に進めると
ともに，耐用年数や構造上の理由から耐震補強が困難な場合には住宅の
用途廃止を進め，それに伴う市営住宅の不足については，民間賃貸住宅
を活用した家賃補助により対応します。
　また，宅地開発の適正な指導を図るとともに，民間と連携した住宅情
報の提供や公的支援制度の活用促進により，定住人口の増加を図ります。

　ＪＲ，ひたちなか海浜鉄道湊線，路線バス，スマイルあおぞらバス等の
連携に基づく公共交通体系の構築を図り，公共交通の利用を促進します。
　スマイルあおぞらバスについては，交通弱者の外出の足として，更な
る充実を図ります。
　ひたちなか海浜鉄道湊線については，
安全な鉄道輸送の維持確保に努めるとと
もに，おらが湊鐵道応援団や地域と連携
しながら，更なる利用促進を図ります。
湊線のひたちなか地区方面への延伸につ
いては，回遊性や交流の促進，地域の活
性化などの観点から，ひたちなか地区の
まちづくりと一体的に取り組みます。

12



基本計画の体系 施策の基本方針

　まちづくり市民会議等から提起された課題について，市民，行政，事
業者等が適切な役割分担を図りながら，様々な地域課題の解決に取り組
みます。あわせて，自治会，コミュニティ組織，ボランティアやNPO
など市民の自主的な活動を引き続き支援します。

　市民の自主的で多様な活動をさらに活性化するため，自治会やコミュ
ニティ組織などが取り組む活動を支援するとともに，空き家等を地域の
集会施設，各団体の活動拠点などとして活用するなど，有効利用に取り
組みます。また，自治会活動の趣旨，重要性を周知・啓発し，自治会へ
の加入を促進します。

　少子高齢化社会のなか，家族が互いに寄り添い，子育てや介護などに
おいて支え合うことが改めて大切になっていることから，同居等を始め
る三世代家族へ住宅購入費用等の一部を助成するとともに，多世代交流
事業を推進するなど，家族の絆を深める施策に取り組みます。また，地
域社会の中での助け合いを深めていくための活動を支援するなど，地域
の絆の再生に取り組みます。

　本市の魅力を広く内外にアピールするとともに，市民自らによる主体
的な交流を促進するため，全国規模の音楽やスポーツなどのビッグイベ
ントの積極的な誘致・支援を図り，交流人口の増加を促進します。また，
様々な外国の文化に触れる機会を創出するなど，異なる文化や考え方を
認め合う多文化共生社会の実現に努めます。さらに，国際交流ボランティ
アの育成を図るとと
もに，外国人が地域
社会の一員として生
活しやすい環境づく
りを推進します。

　男女が社会の対等な構成員として，自らの意志によって働き方や生き
方を柔軟に選択し，仕事も生活も充実できるよう，各種講座を開催する
など啓発活動を推進し，男女共同参画社会の形成に向けた意識の醸成を
図ります。また，配
偶者間等の暴力に対
する相談を実施し，
被害者支援の充実を
図ります。
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基本計画の体系 施策の基本方針

　市報，ホームページなどを通じ，市民にわかりやすい行政情報等の提
供に努めるとともに，インターネットや動画，ソーシャルネットワーキ
ングサービスなどの多様なメディアを活用し，まちの様々な魅力や特性
を広く市の内外に情報発信し，本市の魅力度向上に努めます。
　また，個人情報の保護に配慮しながら，行政情報の公開・公表に努め
ます。
　パブリック・コメントや市政懇談会をはじめとする意見交換の場を幅
広く活用しながら，市民の声を市政へ的確に反映します。

　情報セキュリティ対策を徹底しながら，情報通信技術を積極的に活用
し，行政運営の効率化を図るとともに，GIS（いばらきデジタルまっぷ）
をはじめとする誰もが自由に利用できる公共データを拡充するなど市民
サービスの向上を図ります。また，ITサポートセンターにおいて，市民
の情報活用能力の向上を支援します。

　行財政改革に不断に取り組みながら，限られた財源を計画的，重点的
に配分することにより，効果的効率的な行政運営を図るとともに，企業
誘致や市税収納率の向上などにより自主財源を確保しながら，自立した
財政基盤の確立に努めます。

　行政サービスの向上等の観点から共同処理することが望ましい業務や，
本市単独では解決が困難な課題について，２市１村の合併構想を踏まえ
た東海村との連携をはじめ，県央地区などの周辺自治体との広域連携に
取り組みます。

14



ひたちなか市

HITACHINAKA
THE 3rd
GENERAL PLAN
2016 ▶ 2025

ひ た ち な か 市
第３次総合計画

2016 ▶ 2025
概要版

H I T A C H I N A K A  T H E  3 r d  G E N E R A L  P L A N

ひたちなか市ひたちなか市

世界とふれあう  自立協働都市
～ 豊かな産業と  いきいきとした暮らしが広がる  元気あふれるまち ～

世界とふれあう  自立協働都市
～ 豊かな産業と  いきいきとした暮らしが広がる  元気あふれるまち ～


